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【誤訳訂正書】
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【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
モノフィルムまたはマルチフィルムで形成された層Ａおよびモノフィルムまたはマルチフ
ィルムで形成された層Ｂを含み、両者は配向可能な熱可塑性ポリマー材料を含み、層Ａは
波打った溝形状を有しそして第一の片側上の層Ｂが接合域において層Ａの第一の片側の波
頭頂部に接合されている軟質積層体であって、
ａ）層Ｂも波打った溝形状を有し、層Ｂの溝方向が層Ａの溝方向に対して約３０°から９
０°までおよび９０°を含む角度を形成しそして該接合域が層Ｂの第一の片側の波頭上に
あって層Ａの第一の片側の波頭とスポット接合を生じ、
ｂ）上記接合が
　   i)  直接に層Ａと層Ｂとの間にありそして層Ａおよび／または層Ｂ上の積層によっ
て達成されており；
　  ii)　別の薄い接合用フィルムによって達成されており; または
　 iii)　接合に適合した繊維質ウエブによって達成されており、そして
ｃ）層Ａおよび層Ｂの各々における溝の波長は２ｍｍより長くなく、そして
d ）層Ａは、収縮試験によって測定して、層Ａの溝の方向に平行なまたは実質的に平行な
方向に分子配向している
柔軟な積層体。
【請求項２】
上記各層の厚さが一般に、接合領域および非接合領域において同じであるか、または層の
内の少なくとも一方が溝方向に対して平行に伸びる第一の固体状態の薄くなった領域を示
し、各接合域が第一の固体状態の薄くなった領域内に実質的に位置しており、それによっ
て各々の第一の固体状態の薄くなった領域が、厚みがこの第一の固体状態の薄くなった領
域内のこの層の最小の厚みと隣接する非接合領域内の層最大厚みとの間の平均である位置
によって境界を画されていると解する、請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
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２つの層の内の少なくとも一方における溝の波長が１．５ｍｍより長くない、請求項１に
記載の積層体。
【請求項４】
２つの層の各々において溝の湾曲した長さが、直線波長よりも平均して少なくとも５％長
く、該湾曲した長さは、層の両面の間の中間に湾曲がある、接合領域を含む全溝波の切断
面の湾曲の長さと解する、請求項１に記載の積層体。
【請求項５】
二つの層の少なくとも１つにおける各接合域の幅が溝波長の１５％より小さくない、請求
項４に記載の積層体。
【請求項６】
二つの層の少なくとも１つにおける溝が一様に形成されておりそして実質的に直線形状で
延びている、請求項１に記載の積層体。
【請求項７】
二つの層の少なくとも１つにおける溝が、実質的に一つの方向に沿って延在しながら、湾
曲しているかまたはジグザグしているかおよび／または分岐している請求項１～６のいず
れか一つに記載の積層体。
【請求項８】
二つの層の少なくとも１つにおける溝が、実質的に一つの方向に沿って延びながら、名前
、文章、ロゴを示す視覚的効果を与えるパターンで色々に形成されている請求項１～７の
いずれか一つに記載の積層体。
【請求項９】
二つの層の少なくとも一つが金属光沢または玉虫色光沢を有するかまたは二つの層が異な
る色を有する、請求項１～８のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項１０】
層Ａの溝が伸びている主方向が層Ｂの溝が伸びている主な方向と一般に実質的に直角をな
している、請求項１～９のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項１１】
上記二つの方向の一方が積層加工時の機械方向と本質的に一致する、請求項１０に記載の
積層体。
【請求項１２】
層Ａに第一の薄くなった領域が存在する場合に、該領域の外側が、収縮試験によって測定
した時に、それの溝の方向に平行する方向にまたは該溝の方向に実質的に平行する方向に
分子配向している、請求項１～１１のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項１３】
層Ｂも分子配向しており、そして第一の薄くなった領域が存在する場合に、該第一の薄く
なった領域の外側の層Ｂの配向が、それの第一の薄くなった領域の外側の同じ方向の層Ａ
の平均配向よりも大きく、該二つの配向が収縮試験によって観測できる、請求項１２に記
載の積層体。
【請求項１４】
層Ａの溝と平行する方向での層Ａの降伏張力および／または層Ｂの溝と平行する方向での
層Ｂの降伏張力が、それぞれの層の横断面に関しそして非接合の狭いストリップにおいて
５００％／分の引っ張り速度で測定して、３０ＭＰａより小さくない、請求項１２または
１３に記載の積層体。
【請求項１５】
層Ｂが、共に層Ａの溝方向に直角をなす方向で測定した時に、層Ａよりも低い弾性係数を
有する、請求項１～１４のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項１６】
層Ａの材料の選択および層Ａの溝の深さの選択が、層Ａの溝の方向に直角に、層Ａの波打
ちが消える点まで積層体を延伸することによって層Ｂが有意の可塑性変形をまだなんら受
けていないようにする、請求項１２に記載の積層体。
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【請求項１７】
層Ｂが、第一の薄くなった領域が存在する場合に該第一の固体状態の薄くなった領域の外
側に、収縮試験によって実証できる通り、溝の方向に平行なまたは該溝の方向に近い方向
に分子配向の主方向を有する、請求項１２、１３または１４に記載の積層体。
【請求項１８】
層Ａが幾つかのフィルムで構成されており、そして上記の分子配向の主方向が、場合によ
っては互いに異なって方向付けられた上記フィルムにおける異なる一軸または二軸配向の
結果である、請求項１２に記載の積層体。
【請求項１９】
層Ｂが幾つかのフィルムで構成されており、そして上記の配向の主方向が、場合によって
は互いに異なって方向付けられた上記フィルムにおける異なる一軸または二軸配向の結果
である、請求項１７に記載の積層体。
【請求項２０】
第一の薄くなった領域が二つの層の少なくとも一方に存在する請求項１～１９のいずれか
一つに記載の積層体において、薄くなった層のかゝる領域が対応する接合領域を超えて層
の各々の非接合領域の中に横方向に伸びているならば、各々の非接合領域内の伸びは、第
一の薄くなった領域のいずれにも属していない非接合領域の幅の半分より多くを残す全幅
に制限され、これらの幅は、湾曲した面に沿って測定した距離である、上記積層体。
【請求項２１】
第一の薄くなった領域が層の少なくとも一方に存在しそして接合領域が第一の薄くなった
領域と実質的に一致する、請求項１～１９のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項２２】
第一の薄くなった領域が二つの層の少なくとも一方に存在する請求項１～２１のいずれか
一つに記載の積層体において、第一の薄くなった領域の隣り合った各対の間に第二の固体
の状態の薄くなった領域があり、上記の第二の薄くなった領域が第一の薄くなった領域よ
りも狭くそしてそれぞれの層の非接合波頭上に位置している、上記積層体。
【請求項２３】
二つの層の少なくとも一方が固体の状態の薄くなった領域を有する請求項１～２２のいず
れか一つに記載の積層体において、層の第一の固体状態の薄くなった領域が、かゝる領域
の最小の厚さが非接合領域における該層の最大の厚さの７５％より小さくなるように薄く
する、上記積層体。
【請求項２４】
層Ａおよび層Ｂが室温で配向可能である材料で構成されている、請求項１～２３のいずれ
か一つに記載の積層体。
【請求項２５】
層Ａと層Ｂとの間のスポット接合が、同時押出成形法で形成された層の少なくとも一方の
上に低い融点の表面層によって行われている、請求項１～２４のいずれか一つに記載の積
層体。
【請求項２６】
層の少なくとも一方が、酸素または他のガス状物質に対して保護するためのバリヤーフィ
ルムを含む、請求項１～２５のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項２７】
一方の層または両方の層中の溝の少なくとも幾つかが間隔を置いて平らにされておりそし
て平らにされた位置の互いの全幅を横切って接合されて二つの配列の溝を閉鎖ポケットに
形成させる、請求項１～２６のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項２８】
多数の互いに隣接する溝または全ての溝の平らにされた位置が配列される、請求項２７に
記載の積層体。
【請求項２９】
ポリマー材料の選択または組み込まれるフィラーによりまたは配向によって、層の少なく
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とも一つにおける弾性係数Ｅが、溝に平行する方向において層の非接合領域で測定して、
非接合領域全体の平均として、７００ＭＰａより小さくない、請求項１～２２のいずれか
一つに記載の積層体。
【請求項３０】
層Ａおよび層Ｂにおいて溝によって形成され、閉鎖されてポケットとされてよいチャンネ
ルの少なくとも幾つかが充填物質を、粒子状、繊維状、フィラメント状または液状形態で
含有する、請求項１～２９のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項３１】
上記物質が、積層体に詰め込まれるかまたはそれによって保護されるようになることを意
図する物品用の保存剤、好ましくは酸素捕捉剤またはエチレン捕捉剤、殺カビ剤もしくは
殺菌剤のような殺生物剤、腐食防止剤または消火剤であり、場合によってはそれらの保存
剤の効果を高めるために溝中に微小穿孔を設ける、請求項３０に記載の積層体。
【請求項３２】
層Ａおよび層Ｂには多数の穿孔が設けられており、それによって穿孔は接合場所には達し
ておらず、そして層Ａ中の穿孔を、ガスまたは液体が積層体を通る際に、積層体の主面に
対して一般に平行な溝を通る距離を流れさせるように層Ｂ中の穿孔と距離を置いて設け；
溝によって形成されたチャンネルは閉じられてポケットを形成してよい、請求項１～３１
のいずれか一つに記載の積層体。
【請求項３３】
チャンネルまたはポケットが、該チャンネルまたはポケットを通る液体から懸濁した粒子
を阻止することによって濾過材料として作用するのに適合する充填材料を含有しているか
またはかゝる液体中に溶解した物質を吸収またはイオン交換することができる吸収剤また
はイオン交換剤であり、該充填剤が場合によってはフィラメント成形または糸成形されて
いる、請求項３２に記載の積層体。
【請求項３４】
　溝によって形成されたチャンネルまたはポケットの少なくとも内面の疎水性を選択する
ことによって、および該チャンネルまたはポケットの選択した小さい空隙によって、およ
び層Ａおよび層Ｂ中に互いに距離を置いて設けられた穿孔相互の間の距離を選択すること
によって、積層体を水が通ることを可能とするのに必要とされる圧力と空気および水蒸気
が通るのを可能とする積層体の能力との間に所望の釣り合いが達成されている、請求項３
３に記載の積層体。
【請求項３５】
　繊維様フィルム部分の羽毛状物（nap)が、積層体の少なくとも一方の面で穿孔の境界か
ら突き出ているのが見られる、請求項３２に記載の積層体。
【請求項３６】
　衛生品裏地、好ましくはおむつの上の衛生品裏地としてまたは手術の間に患者を覆うシ
ートとして使用される、請求項３４または３５に記載の積層体。
【請求項３７】
　建築物の断熱材用に使用される、請求項３４または３５に記載の積層体。
【請求項３８】
　水は通すが微細粒子を抑止するジオテキスタイルとして使用される、請求項３２または
３３に記載の積層体。
【請求項３９】
請求項１～３２のいずれか一つに記載の積層体から作られる袋であって、袋の二つの主面
の一方にある溝が袋の他方の主面の溝に対して一般に直角をなしている袋。
【請求項４０】
第一のモノフィルムまたはマルチフィルムで形成された層と第二のモノフィルムまたはマ
ルチフィルムで形成された層との柔軟な積層体を製造する際に、これら両方の層は主とし
て配向可能な熱可塑性ポリマー材料よりなり、第一の層は波打った溝形状を有しそして第
二の層の第一の側は層Ａの第一側の波頭頂部に接合域で接合され、更に、第一の層の波打
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った溝構造を少なくとも１つの溝筋付きローラーを使用して形成し、そして第二の層との
該接合を加熱および加圧下でおよび溝筋付きローラーの使用下で実施して、製造する方法
であって、
ａ）第二の層にも波打った溝形状を与え、それによって少なくとも１つの溝筋付きローラ
の使用下で、第二の層の溝方向が第一の層の溝方向に対して約３０°から９０°までおよ
び９０°を含む角度をなしそして該接合域を第二の層の第一側の波頭頂部上に設けて第一
の層の第一側の波頭頂部とのスポット接合を導入し、
ｂ）接合を
　　 i)    直接に層Ａと層Ｂとの間にありそしてこれらの層の少なくとも一方の上での
積層することによって設け；
　  ii)　　別の薄い接合用フィルムによって設け; または
　 iii)　　接合に適合した繊維質ウエブによって設け;そして
ｃ）第一の層および第二の層の各々における溝の波長は２ｍｍより長くなく、そして
d ）第一の層は、収縮試験によって測定して、第一の層の溝の方向に平行なまたは実質的
に平行な方向に分子配向している
柔軟な積層体の製造方法。
【請求項４１】
　二つの層の少なくとも一方を構成するフィルムが同時押出成形によって形成され、その
際に低い融点の表面層を同時押出成形して層の主体を溶融することなく積層することを可
能とする、請求項４０に記載の方法。
【請求項４２】
　二つの層が室温で配向し得る材料よりなり、好ましくはそれらがポリオレフィンよりな
る、請求項４０または４１に記載の方法。
【請求項４３】
　接合工程の前に、上記層の少なくとも一方を狭い領域で固体状態で延伸して、層中の溝
付けの選択された方向に平行である第一の薄くなった領域を形成し、該延伸が該方向に対
して一般に直角をなしそして積層用の溝筋付きローラーと両方とも異なる１セットの２つ
の溝筋付きローラーの間で実施され、そして積層用の溝筋付きローラーを延伸用の１セッ
トの溝筋付きローラーと、各接合域が第一の固体状態の薄くなった領域内に主として設置
されることになるように協調させる、請求項４０～４２のいずれか一つに記載の方法。
【請求項４４】
　第一の薄くなった領域を形成する前または形成した後に、溝筋付きローラーの別のセッ
トが、同じ層中の別の一連の配向した固体状態の狭い領域であり、第一の薄くなった領域
と平行にあり且つそれよりも狭い第二の薄くなった領域を生じさせ、他方、第二の薄くな
った領域を生じさせる溝筋付きローラーを第一の薄くなった領域を生じさせる溝筋付きロ
ーラーと協調させ、それで第二の薄くなった領域の各々が一般に、二つの隣接する第一の
薄くなった領域の間の中間に設置されるようになる、請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　積層用層を層の反対側から加熱することによって積層温度に加熱しそして積層用ローラ
ーの温度および第一の薄くなった領域のフィルムの厚さが、積層用層が該積層温度に達す
ることを可能にする程であり、他方、溝筋付き積層用ローラーの溝頭頂部と接触する薄く
なった領域の外側の層の厚さは、薄くなった領域の外側の積層用層が該積層温度に達しな
い程であり、そこでは第一の薄くなった領域および接合領域が一般に一致している、請求
項４３に記載の方法。
【請求項４６】
　溝頭頂部上に積層する溝筋付きローラーのピッチが最高で３．０ｍｍである、請求項３
９～４５のいずれか一つに記載の方法。
【請求項４７】
　波打った溝構造を形成する前でそして請求項３９～４６のいずれか一つに記載の方法を
使用する場合に、また薄くなった領域を形成する前に、層の少なくとも一方を構成する１
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枚以上のフィルムを一方または両方の方向に配向させることによって設け、かゝる層中の
得られる主配向方向が、本質的に溝付け方向になるように選択される方向になる、請求項
３９～４６のいずれか一つに記載の方法。
【請求項４８】
　二つの層の少なくとも一方の層中の各溝の深さの少なくとも一部が、積層後に、他の層
が各溝の予め決められた方向に対して本質的に直角をなす方向で熱収縮することによって
実施される、請求項４０～４７のいずれか一つに記載の方法。
【請求項４９】
　第一の薄くなった領域での適当な別個のストライプの形成が、他の溝筋付き延伸用ロー
ラー上の波頭頂部における温度より高い温度を、該ストライプを意図的に生じさせるため
に溝筋付き延伸用ローラーの波頭頂部に与えることによって、および／または調和する溝
筋付き延伸用ローラー上の溝頭頂部の曲率半径よりも小さい曲率半径を、該ストライプを
意図的に生じさせるために溝筋付き延伸用ローラーの波頭頂部に付与することによって、
少なくとも部分的に達成される、請求項４３に記載の方法。
【請求項５０】
　層の内の１つにおける溝構造が、互いに噛み合って駆動される溝筋付きローラーの１セ
ットを通して、積層する前に、その層を取り出すことによって、一般に横方向配向工程の
もとで実質的に機械方向で確立され、ローラーの溝筋が環状または螺旋状でありそしてロ
ーラーの軸と少なくとも６０°の角度を形成する、請求項４０～４９のいずれか一つに記
載の方法。
【請求項５１】
　層がその出口から、溝筋付きの延伸用および溝付け用ローラーの最後のローラーから溝
筋付き積層用ローラーに直接通し、ロこれらの二つの溝筋付きローラーが互いに直ぐ近く
にありそして互いの運転温度で測定した時に同じピッチを有しそして溝筋の列のために軸
方向に互い調整されている、請求項５０に記載の方法。
【請求項５２】
　この層がその出口から、溝筋付きのおよび溝付け用ローラーの最後のローラーから溝筋
付き積層用ローラーに一つまたは一連の加熱された溝筋付き送りローラーを辿って通し、
一列の溝筋付きローラーを溝筋付き延伸用ローラーと一緒に出発しそして各々がその隣の
またはその隣の直ぐ近くにある溝筋付き積層用ローラーで終わり、それによって一列の溝
筋付きローラーの各々が、それぞれ運転温度で測定した時に同じピッチを有しそして溝筋
の列のために軸方向に互い調整されている、請求項５０に記載の方法。
【請求項５３】
　層の一つにおいて溝を形成するために使用される各溝筋付きローラー、および各領域を
生成する場合に請求項４３に従いこの層中に第一の薄くなった領域を形成するために使用
される各溝筋付きローラー、および第二の薄くなった領域をこの層中に形成する場合に請
求項４４に従って該領域を形成するのに使用される各溝筋付きローラー、および溝筋付き
ローラーを使用する場合に積層の前および間に、該層が辿る該溝筋付きローラーは、溝筋
がローラー軸と実質的に平行であるローラーでありそして積層が行われる場所に溝を形成
する場所を通過する間に個々の溝筋に上記の層の溝を保持させる手段を設け、該保持手段
は層が通過する間に層での摩擦を避けるのに適応させる、請求項４０～４９のいずれか一
つに記載の方法。
【請求項５４】
　この層中の溝が、層Ａを形成用ローラーの溝筋に導く噴射空気または横列の噴射空気の
使用によって形成される、請求項５３に記載の方法。
【請求項５５】
　第一の薄くなった領域が、積層用に使用される溝筋付きローラーと調和的に働く溝筋付
きローラーによって請求項４３に従って形成され、そして上記調和的な働きがローラー間
の相対的速度の自動的精密制御を本質とする、請求項５３または５４に記載の方法。
【請求項５６】
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　上記第二の薄くなった領域が、第一の固体状態の薄くなった領域を生成するために使用
される溝筋付きローラーと協働して作用する溝筋付きローラーによって請求項４３に従っ
て形成されそして上記協働がローラー間の相対的な速度の自動的精密制御に在る、請求項
５５に記載の方法。
【請求項５７】
　積層後に、各層中の溝の少なくとも幾つかを、間隔を置いた場所で、好ましくは該場所
で互いに層を接合するのに十分な加熱および加圧下に平らにして、二つの配列の溝が一緒
になって閉じたポケットを形成するようにする、請求項４０～５６のいずれか一つに記載
の方法。
【請求項５８】
　平らにする作業の少なくとも幾つかを、それの縦方向が一般に機械方向および／または
これを横切る方向に配列させる棒または歯車を用いて実施する、請求項５７に記載の方法
。
【請求項５９】
　粒状物、液体または繊維もしくは糸を形成する物質を二つの列の溝によって形成された
チャンネルの少なくとも幾つかの中に充填し、この充填を積層の前にまたは間に行う、請
求項４０～５８のいずれか一つに記載の方法。
【請求項６０】
　充填後に、充填されたチャンネルを間隔を開けて加圧および加熱によって閉じて充填さ
れたポケットを形成する、請求項５９に記載の方法。
【請求項６１】
　充填段階の前に、充填段階と同時にまたは充填段階の後に、穿孔を積層体に少なくとも
一方の側で形成して充填材料またはその一部を周囲領域に分散するのを助けるかまたは充
填材料に空気または液体を通すことを可能とする、請求項５９または６０に記載の方法。
【請求項６２】
　第一および第二の層中に多数の穿孔があるが、それらは二つの層が互いに接合されてい
ない領域に限定されており、そして第一の層の穿孔は第二の層の穿孔から位置がずれてお
り、積層体を通過する空気または液体を一つまたは複数のチャンネルに沿った間隔を強い
て流れさせる、請求項４０～６１のいずれか一つに記載の方法。
【請求項６３】
　一つのプロセス段階において、第一の層に複数の穴が溶融により開けられるが第二の層
ではそれがないかまたは第二の層にはあるが第一の層にはなく、その際にこれらの穴は第
一の層の溝を熱いローラーの出っ張り表面部分と接触させることによって形成し、該熱い
ローラーは積層体と実質的に同じ速度で動いている、請求項４０～６１のいずれか一つに
記載の方法。
【請求項６４】
　穴が第二の層の溝を熱いローラーの出っ張った、好ましくは鋭くとがった表面部分と接
触させて形成し、該高温のローラーは積層体と実質的に同じ速度で移動し、他方、断熱材
料が溝とローラーの高温の表面と接触するのを防ぎそして好ましくは積層体が噴射空気に
よって該出っ張り部分に押し付けられる、請求項６３に記載の方法。
【請求項６５】
　積層体と熱いローラーとの間に空気を吹き付けることによって穴の溶融した周囲から、
繊維様フィルム部分の出っ張る毛羽状物を引き出し、そこで、積層体がローラーから出る
、請求項６３または６４に記載の方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４７】
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最も多い用途のためには、上述の層の各々の厚さが接合された領域および接合されていな
い領域において一般に同じであるかまたは少なくとも一枚の層が固体の状態の薄くなった
領域（以下、いわゆる“部分延伸”によって形成されそして溝方向に対して平行に伸びる
“第一の”領域とも言う）を有し、各接合域が主に第一の薄くなった領域内に位置してい
るのが非常に有利である。ここで各第一の薄くなった領域は、厚さが第一の薄くなった領
域内のこの層の最小の厚みと隣接する接合されていない領域内の層の最大の厚みとの平均
である位置によって境界を画されていると理解される。上述の通りに位置する第一の固体
の状態の薄くなった領域で溝付き積層体を製造する方法は、延伸用ローラーおよび積層用
ローラーとの間に厳密な調整を必要とし、これは請求項４４～５０、７５、８１および８
２に明記されている。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４８
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４８】
この関係では、接合域の厚さに比べて非接合域内の層の実質的薄層化は、勿論、耐曲げ性
および弾性にマイナスの影響を及ぼすが、溝付き積層体の製造を一般に容易にする。反対
に耐曲げ性は、厚みが一定である状態に比較して、薄くなった領域およびこの薄くなった
領域内にそれぞれに接合域がある場合に向上する。層の少なくとも１つの薄くなった領域
が、後述する通り、製造方法を容易にもする。固体溶融状態で延伸することによって薄く
する間に抗張力が低下し、固体状態で延伸することにより薄くすることが延伸が行なわれ
る方向での抗張力を増加させることができることを記す。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４９】
第一の薄くなった領域は図２および３において（６）で示している。これらはここでは、
接合された地点によって描かれた区域である図示した区域内の接合領域と殆ど正確に一致
するように示されている。しかしながらこれらはこの様に一致している必要がない。何故
ならば、各接合領域は主として第一の固体状態の薄くなった領域内に位置していることだ
けを要件であるからである。それ故に、接合領域は第一の薄くなった領域をある程度飛び
出していてもよいしまたは後者が前者から飛び出していてもよい。最後に挙げた場合の関
連する領域幅の有利な選択は請求項２２に記載されている。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５１】
少なくとも１枚の層が固体状態の薄くなった領域を提供する場合には、層の第一の薄くな
った領域は、かゝる領域の最小の厚さが接合されていない領域における該層の最大の厚さ
の７５％より小さく、好ましくは５０％より小さく、特にその最大の厚さの３０％より小
さい程度に薄くするのが好ましい。
【誤訳訂正６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５５
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【００５５】
二枚の層の少なくとも一方の第一の薄くなった領域の他に、かゝる層は固体の状態の薄く
なった領域の別のセットをもたらし得る。これを以下では第二のかゝる領域とも称する。
これらは隣接する一対の薄くなった領域の間に位置しており、第一の薄くなった領域より
も狭くそして個々の層の接合されていない波頭の上に位置している。これを図３に例示す
る。これらの第二の薄くなった領域を製造する方法は請求項４５に明記しそして装置を請
求項７６に規定する。
【誤訳訂正７】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００６２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００６２】
各層に使用されるフィルムは、波打った形状を形成する前および第一および第二の薄くな
った領域（もしかゝる領域を造る場合には）を作製する前に（上述のことから判る通り）
通例に且つ必ずしもそうでなく一つまたは二つの方向に配向を与え、その際に各層中の配
向の得られる主要方向が溝の方向となる様に選択される方向に一般にある。これは強い溶
融配向によって、または好ましくは、場合によってはまたは追加的に公知の延伸操作によ
って固体状態で実施することができる。この方法を溝が機械方向と一般に平行となる様に
調整する場合には、これは、簡単である一般的な縦方向配向法であり、そしてこの方法を
溝が機械方向と一般に直角となる様に溝を作るのに調整する場合には、設定することが更
に複雑でありそして一般に多大な経費のかゝる装置を必要とする一般的な横方向配向法で
ある。
【誤訳訂正８】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００７０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００７０】
本発明の重視点が強靱性、感触および外観にあるにも係わらず、本発明は原則として、比
較的に強い強度が要求される用途のための柔軟性のある積層体に関するものであるので、
積層体の最も強い方向における積層体の降伏張力は一般に１５ＭＰａより小さくなく、好
ましくは２５ＭＰａより小さくてはならない。対応して極限抗張力は通例には上に示した
値の約２倍またはそれ以上である。ここで交差区域（ｍｍ2 ）は、エアースペースを含ま
ない固体材料だけをベースとしており、これは層Ａが薄くなった域を持つことを考慮にい
れて、平均である。ここに記載した降伏張力は５００％／分の延伸速度での引張り試験に
関する。これらはひずみ／応力グラフからもたらされる。これらのグラフはフックの法則
に従って直線的に始まるが、変形に未だ弾性があるので通常では線形から速やかに導き出
せる。原則として降伏張力は変形が恒久的になる張力であるべきであるが、速度に依存す
るこの臨界値は実際に測定することが不可能である。降伏張力を実際に測定しそして本発
明の請求項との関係において測定されたものを考慮するやり方は以下の通りである：
　張力が相対的に極大に達した場合には、連続的延伸下に一定のままであるかまたは減少
し、後者では破断が発生するまで再び増加し、張力の相対的極大は降伏張力であることが
考慮される。サンプルはこの点で破断されてもよく、その時、降伏張力は極限抗張力に等
しい。しかしながらこの張力が連続的延伸と共に増加し続けるが、更に低下するのに連れ
て延伸百分率当たりの張力が増加する場合には、その時に降伏後にひずみ／応力がカーブ
しそして実地において直線になった後に、延伸のフックの法則部分を表す線と交差する様
に後方に外挿される。２つの線の間での交差点の張力が降伏張力と定義される。
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